
5月31日から2週間、ドイツのボンで、
気候変動枠組条約の補助機関会合

（SB32）が開催されている。 
昨年、デンマークで開催されたコペン

ハーゲン会議（COP15/CMP5）は、世界
の市民の期待を受けながらも、2013年以
降の世界の地球温暖化防止の枠組みに合

意できずに終わった。（コペンハーゲン合

意は出来たが、コンセンサスによる採択

ではなく、「留意」に止まった）。その後

しばらくは、後遺症を引きずるかのよう

に動きが小休止していた。 
今年に入って、4月に今後のプロセス

を話し合う短い会合があり、それに続く

今回の会合は、コペンハーゲン後の交渉

を実質的に再開するものである。 
今回のボン会合では、コペンハーゲン

会議の延長線上で次期枠組みを交渉する、

並行する 2 つの特別作業部会（議定書
AWG・条約AWG）と、年2回開催して
いる定例の補助機関会合第 32 回会合
（SB32）が開催されている。SB32 は議
題も多いが、こちらは少人数で粛々と実

務的な交渉が進められている。やはり会

議の注目・焦点は、次期枠組みを巡る 2
つのAWG会合だ。 
今回の会議の焦点を紹介しよう。 

○AWGの議論をどこまで進められるか？ 

 特に着目されるのは、条約AWG議長
が会議前に取りまとめた新文書の交渉が

どこまで進展するか？そして、それを踏

まえて交渉文書を仕上げられるか？ 
○メキシコ・カンクン会議（COP16）まで

の道筋・プロセスをどう作るか？ 

 このボン会合の後、8月に 1週間、10
月に 1週間のAWG会合の開催を経て、
カンクン会議へつなぐ。その間に閣僚級

会合をどう開催するか、なども話し合わ

れている。その過程で、各国やNGOは、
カンクン合意として何を目指すのかとい

うことも模索されつつある。 
 
■条約AWG（AWG-LCA） 

議長の新テキストを元に議論 

 条約AWGは、アメリカや中国など
の新興国を含む全ての国の取り組みを

包括的に検討する場である。 
 この会議に向け、議長は42ページに
縮めた文書をまとめた。この文書には、

「コペンハーゲン合意」の内容もオプ

ションとして組み込まれた。意外だっ

たのは、これを土台に議論を進めるこ

とを各国がわりとすんなり受け入れた

ことである。 
 昨年のコペンハーゲン会議に向けては、

議長が腐心しながら何回も交渉文書を改

定し、その度に各国が文句を言い、それ

らの意見を反映させては、文書が増えた

り減ったりしながら右往左往した。コペ

ンハーゲン会議の閣僚級に入っても文書

は 200ページ近くあり、それを縮めるこ
とが出来なかった。それを思えば、今回、

42ページにすっきりさせことで、交渉し易
くなったことは確かだ。 
 新文書でも重要なのが第1章。ここに、
横断的な重要な要素が盛り込まれている。

第2章以降はテーマごとの章が続く。第
1 章からは、新たな法的文書を想起する
人も少なくないようだ。 
 1週目は、この第 1章を、「資金」「長
期の共有ビジョン」「途上国・先進国の削

減行動・MRV」「支援の MRV」「適応」
「市場メカニズム」の順で議論を進めて

いる。その議論には、あれ、どこかで聞

いたような…、という各国の主張が繰り

返されている側面もあるが、2 週目には
議長が文書の改定版を出すと言うから、

注目だ。 
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コペンハーゲン後の実質的な交渉再開 

今までの議論の繰り返し？それとも新しい風？ 

共有のビジョンは明確なビジョンで

（eco 6/3号 抄訳）
 今朝、共有のビジョンに関するLCAのコ
ンタクトグループが始まった。ほぼすべての

締約国が、世界全体の目標を2℃未満に抑え
ることに合意をしている。また、100以上の
国が、地球の平均気温の上昇を産業化前のレ

ベルから 1.5℃未満に抑えることを訴えてい
る。 
 しかし、現在締約国が向かおうとしている

道は、あまり明確なものではなく、非常に危

険な4℃に近付いているように思われる。 
 コンタクトグループでは、正しいモチベー

ションと明確なビジョンをもって議論を進

めてほしいと思う。もし、締約国が、文書の

内容を前進させ、意見を集約し、両方に対す

る明確さを提供するような、建設的で信頼を

構築する対話をすることができたら、4℃の
道筋を避けることができるだろう。 
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■議定書AWG（AWG-KP） 

共通の議論の場は作れるのか？ 

 議定書AWGは、京都議定書に参加す
る先進国の第2約束期間の削減目標を検
討する場。 
 前述の条約AWGと並行して 2本立て
で交渉が進められる方式は、コペンハー

ゲン会議で継続することが決定された。 
こちらでは、先進国がコペンハーゲン

合意で宣誓した削減目標をいかに引き上

げるか、約束期間の長さや基準年の問題、

などが話し合われているが、こちらは、

条約AWG以上に、まるで“デジャヴ”。
先進国は、条約AWGと議論を一本化さ
せてアメリカや途上国の行動とセットで

議論をしたいと求め、途上国は京都議定

書の下で先進国の野心的な率先した行動

を求める。この平行線の中で、どう議論

を進展させるのか、悩ましいところ。 
そこに新しい動きが出た。これまで一

貫して 2つのAWGを分けて議論すべき
と主張していた途上国だったが、コロン

ビアが、先進国の削減目標については、

条約AWGと一緒に議論してはどうかと
提案、これに、グレナダやフィリピン、

バルバドスが支持をしたのである。当然

そこに日本やオーストラリアも飛びつく

ように支援をした。これに対し、中国・

インド、ボリビアなど多数の途上国が反

対。会議を終え、続く条約AWGで京都
議定書に参加していないアメリカが動議

を発動し、議定書の議論と一緒に行うこ

とには反対と主張した。“アメリカ抜きで

削減目標は議論できない”、と一点張りの

先進国にしっかり削減目標を議論させる

には、共通の議論の場があった方がいい

と、多くの人が感じている。そこに、一

部の途上国が動きを取った形だ。とはい

え反対する途上国、そしてアメリカがい

る中で、どうなるのか。この件は議長預

かりとなっており、2 週目に引き継がれ
る。いずれのAWGも、勝負は2週目だ。 
 

ホット・イシューは資金とMRV 

 今回の会議でのホット・イシューは、

資金とMRVだろう。 

 資金については、コペンハーゲン合

意に記載された、「コペンハーゲン気

候グリーンファンド（CCGF）」と言わ
れる基金の創設をすることに、多くの

国は支持を表明しているが、これから

途上国の削減行動や適応行動の実施の

支援のために拠出される資金を、どの

ような機関や組織が管理し、配分を決

め、運用するのかについて考えは様々

ある。途上国は、COPの監督下に資金
理事会という組織を創設し、資金に関

して統括的に指針を出し、ニーズを評

価し衡平な分配を勧告することを支持

するが、先進国は、GEFや世銀などの
既存の機関を活用しながら、新しい基

金もそこに加わるという考えにあるよ

うだ。 
MRV とは、計測（measurable）、報告
（reportable）、検証（verifiable）の略。先
進国・途上国の削減行動や、途上国への

支援等を着実に進めるための、検証シス

テムだ。先進国は、主要途上国の削減行

動をしっかりウォッチし、成果を上げる

ためにMRVを確保することが今回の最
重要課題と位置付ける。途上国は、先進

国からの資金拠出をMRVすることの必
要性を説く。ボン会議の最重要キーワー

ドは、まちがいなくMRV！ 
 
◆日本政府代表団にNGOが参加 

コペンハーゲン会議に続いて、2 名の
環境 NGO が、政府代表団の一員に加わ
っている。（産業界からも数名入ってい

る。）コペンハーゲン会議で実現した代表

団入りが継続されたことは意義深い。こ

の蓄積を経て、国際交渉における政策形

成への NGO の参画が実質的に図られて
いくことに期待したい。 

 
◆記者がいなーい！ 

 コペンハーゲン会議とうって変わって、

1 週目は、現地特派員も含めて、記者が
全然いない！メディアの関心というのも、

わかりやすいというかなんというか…。 

LCAで資金問題復活（Eco 6/3号抄訳） 

資金に関する LCAのコンタクトグループで、交渉が動き出した。交渉担当者たち
が、議長の質問やお互いの提案に対して思慮深く、クリエイティブな反応をしている

のは頼もしい。議長は、新しい文書をベースに内容を深く検討する最初の一歩のため、

他の多くの議題の進展を支える資金問題を賢く取り上げた。締約国は、組織や

UNFCCC に対する有効性と説明責任、そして、統治主体の間にある複雑なリンクに
ついて、新しいアイデアなどを提示するといった反応を見せている。新しい基金の設

立については、明確なコンセンサスがあり、いかに包括的な資金理事会が監督、コー

ディネートする機能を提供するかについて創造性に富んだ考えもある。 
しかし、どの資金の組織や枠組みも十分な資金がなければ動かない。資金額の拡大

の早期進展を確保するためには、LCA は、気候資金に関する諮問機関（AGF）のも
のとでの議論を平行して、資金源に関する議論を継続しなければならない。 

LCAは、もし、今年、分析から行動に移そうと思うならば、11月にAGFが最終報
告を出すまで資金源の問題を取り上げることをただ待っているわけにはいかない。 
締約国は、今すぐ LCAで公的資金の資金源について活発な議論を開始させるべき
である。そして、7月に発表予定の中間報告書から AGFと協力し、分析と提案の上
に議論を積み上げるべきである。バンカー油のメカニズムや金融取引税（FTTｓ）、
特別引出権（SDRｓ）そして、AAUsの国際オークションを含む、新規の革新的な公
的資金の資金源を探索する道を進むべきである。そうすれば、カンクンで、LCAは、
大きな決定を採択する体制とその後の年に、UNFCCC とその他の主体の作業に対し
て、明確な指針を示す体制ができるであろう。 
これで、カンクンの野心的で包括的な合意の一部として、資金源と組織に関する包

括的な決定の採択へ導くことができる。もし世界のリーダーたちが政治的な意思をも

てば、全て可能である。そして、締約国は、UNFCCC プロセスがまだ生きているこ
とを示し、現場で緩和と適応策の拡大を支援するために、より謙虚だがまだ野心的な

パッケージ合意に合意することができる。 


